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様式第１号 

委託業務着手届

令和   年   月   日 

三重県知事  あて 

住所又は所在地 

受注者 

氏名又は名称  

及び代表者氏名  

次の委託業務を着手しましたから届けます。 

委託業務番号 

及 び 

委 託 業 務 名 

令和   年   月   日    第   分  号 

委託業務施行 

場 所 

市 

三重県    町   地内 

郡 

業 務 委 託 料 金    円 

着 手 年 月 日 令和   年   月   日 

1



第11号様式 

現場代理人等選任（変更）通知書 
  年 月 日 

三重県知事 あて 

住所又は所在地 
受注者 氏名又は商号及び 

代 表 者 氏 名 

下記のとおり、現場代理人等を定めたから通知します。 

記 

１ 工事番号及び工事名 

２ 契 約 日 

３ 現 場 代 理 人 住所 

氏名 

生年月日 

４ 主 任 技 術 者 住所 

氏名 

生年月日 

（資格の種類 ） 

※「資格者証（写し）」を添付する。

2



第12号様式 

管理技術者・照査技術者選任（変更）通知書

  年 月 日 

三重県知事 あて 

住所又は所在地 
受注者 氏名又は商号及び 

代 表 者 氏 名 

下記のとおり、管理技術者、照査技術者を定めたから通知します。 

記 

１ 委託業務番号及び名称 

２ 契 約 日 

３ 管 理 技 術 者 住所 

氏名 

生年月日 

資格及び資格番号※ 

４ 照 査 技 術 者 住所 

氏名 

生年月日 

資格及び資格番号※ 

※「資格者証（写し）」を添付する。 

3



様式第４号の１ 

年  月  日 

三重県知事 あて 

住所又は所在地 

受注者 氏名又は商号及び 

代表者氏名  

担 当 技 術 者 届 

下記のとおり、担当技術者として定めましたので、別添経歴書を添えて提出します。 

記 

１ 委託業務番号及び名称 

２ 氏 名 

３ 担 当 業 務 の 内 容

4



様式第４号の２ 

経  歴  書 

現 住 所 ○○県○○市○○町○○

氏   名 ○○ ○○   昭和○○年○○月○○日生 

学   歴   昭和○○年○○月 ○○校○○科卒業（最終学歴）

入   社   平成○○年○○月  ○○株式会社

職   歴   平成○○年○○月 ○○業務（最初に従事した業務）

 平成○○年○○月 ○○業務（過去２～３年に従事した主な業務） 

平成○○年○○月  ○○業務（最近従事した主な業務）

現在に至る 

資   格   平成○○年○○月 ○○士（○○部門）

上記のとおり相違ありません。 

令和  年  月  日 

氏名  

（注意）１ 職歴については、担当した業務職歴を記入すること。 

 ２ 仕様書で資格が定められている場合は、「資格」欄に該当の資格を記入し、合格証明書

（写）等を添付すること。 

5



様式第５号の１ 

業 務 計 画 書 

令和   年   月   日 

三重県知事    あて 

受注者氏名 

委託業務名   令和    年度 

業務計画書について（提出） 

三重県    共通仕様書第  条に基づき、業務計画書を提出します。 

受理日    年   月   日 

監督員  

6
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様式第６号 

委託業務打合せ簿

発 議 者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和   年   月   日 

発 議 事 項 □指示 □協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □届出 □その他( ) 

委 託 業 務 

番 号 

委 託 業 務 

名 称 

（内容） 

添付図    葉、その他添付図書 

処

理
・
回

答

発

注

者

上記について  □指示 ・ □承諾 ・ □協議 ・ □通知 ・ □受理 します。

□その他

令和  年  月  日  職・氏名 

受

注

者

上記について  □了解 ・ □協議 ・ □提出 ・ □報告 ・ □届出 します。

□その他

令和  年  月  日  職・氏名 

8



様式第７号 

記 録 簿 

第 回 追 番 － 頁 

係 担 当 者

発注機関名 

件 名 整理番号

出 席 者 

発注者側 日 時 年 月 日（ ）

場 所

受注者側
打 合 せ

方 式
会 議 ・ 電 話 

9

発 注 者 受 注 者 



様式第８号 

支 給 品 引 渡 通 知 書  

年  月  日 

受注者 住 所 

氏 名 

監督員氏名  

下記のとおり支給品を引き渡すので通知します。 

業 務 名 契約年月日 年 月 日

引渡時期 

引渡場所 

引渡の相手 

方名 

品  目 規  格 単  位 数  量 備  考 

２ 備考欄には、受注者に対しての支給品の交付又は貸与の区分及び条件等を記入するもの
とする。 

３ 単価の記載を必要とするときは、備考欄に記入するものとする。 

10

（注）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。 



様式第９号 

 支 給 品 受 領 書 

年  月  日 

監督員氏名  あて 

受注者 住 所 

氏 名

現場代理人 

 管理技術者 

下記のとおり支給品を受領しました。 

業 務 名 契約年月日 年 月 日

品 目 規    格 単 位 数 量 備  考 

11

（注）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。 

２ 備考欄には、受注者に対しての支給品の交付又は貸与の区分及び条件等を記入するもの
とする。 



様式第１0号 

 支 給 品 精 算 書 

年  月  日 

監督員氏名    あて 

受注者 住 所 

氏 名

現場代理人 

 管理技術者 

下記のとおり支給品を精算します。 

業 務 名 契約年月日 年 月 日

品 目 規 格 単 位 
数  量 

備 考 
支給数量 使用数量 残数量 

監督員 

証明欄 

上記精算について調査したところ事実に相違ないことを証

明する。 

物品出納簿登記 

年  月  日

２ 備考欄には、受注者に対しての支給品の交付又は貸与の区分及び条件等を記入するもの
とする。 

12

（注）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。 

年  月  日（職氏名） 



様式第15号 

事 故 報 告 書 

令和  年  月  日 

監 督 員   あて 

現場代理人  

委託業務番号 

委託業務名称  

標記について、事故が発生しましたので報告します。 

記 

商 号 又 は 名 称 

代 表 者 氏 名 

登 録 番 号 

営 業 所 所 在 地 

施 行 場 所 

事故発生年月日 

事 故 発 生 場 所 

事 故 の 内 容 

※事故の原因、状況、内容等について、詳細を記述する。

また、その説明資料として、写真、図面等を添付すること。

17



様式第16号 

電 子 媒 体 等 納 品 書 

監督員   あて 

受注者 住 所 

氏 名

管理技術者氏名 

現場代理人氏名  

下記のとおり電子媒体及び電子化できなかった書類を納品します。 

記 

業 務 名 令和○○年度 ○○業務委託 テクリス等登録番号 1234-56789 

電子媒体の種類 規 格 単 位 数 量 作 成 年 月 日 備 考 
ＣＤ-Ｒ 700MB 部 ３ 20○○年○○月○○日 CD-R は２枚/部です。

電子化できなかった書類名 

（備考） 

18
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注
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様式第 33 号の２ 

居 住 者 調 査 表 

  （借家・借間） 
調査者 

調  査 

年月日 

整 理 

番 号 

住 所 
  郡   町 

 市 字 

氏 名 

又 は 名 称 

電話 

番号 
局 番(呼) 

続 柄 氏  名 生  年  月  日 職 業 勤務先所在地 

世帯主又は 

法人を代表 

する者 
  年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

   年  月  日 

家 主 氏 名 家  賃 月 円 
権 利 金 

敷   金 
  円 

借 家 面 積 借間面積   ㎡ 住居面積  ㎡ 

借家・借間 

契約年月日 
 年  月  日 

契 約 

期 間 
  年 賃貸借契

約書、住
民票等の
有無 使 用 状 況 

 入居日 

 年  月  日 

入 居 

期 間 
  年 

備 考  家賃差について、特記すべき事情がある場合は、当該欄に記載する。 

(注) 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする。 



48

様式第35 号 

消 費 税 等 調 査 表 

（注）１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４判縦とする。 

２ 本調査表には、消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準）を添付すること。 

調査者 年月日 

郡 町 

市 字 

調査対象者 

 所住
郡 町 

市 字 

氏 名 又 は 

法人・代表者名 

調 査 対 象 物 件 名 ・ 用 途 調 査 対 象 物 件 の 資 産 の 区 分 

□ 事業用資産

□ 家事共用資産

基 準 期 間 年 月 日  ～ 年 月 日 

前年(個人)又は 

前 事 業 年 度 
年 月 日  ～ 年 月 日 

調

査

・

収

集

し

た

資

料

□ 前年又は前事業年度の「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」

□ 基準期間に対応する「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」

□ 基準期間に対応する「所得税又は法人税確定申告書（控）」

□ 消費税簡易課税制度選択届出書

□ 消費税簡易課税制度選択不適用届出書

□ 消費税課税事業者選択届出書

□ 消費税課税事業者選択不適用届出書

□ 消費税課税事業者届出書

□ 消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書

□ 法人設立届出書

□ 個人事業の開廃業等届出書

□ 消費税の新設法人に該当する旨の届出書

□ 消費税課税事業者届出書（特定期間用）

□ 特定期間の給与等支払額に係る書類（支払明細書(控)、源泉徴収簿

等）

□ 特定新規設立法人に該当する旨の届出書

□ 高額特定資産の取得に係る課税事業者である旨の届出書

□ その他の資料

（１／２） 
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（２／２） 

本

則

課

税

事

業

者

関

係

資 料

前年（個人）又は前事業年度の

「消費税及び地方消費税確定申告書（控）」

□有（下記へ）

□無

「消費税課税売上割合に準ずる割合の適用承認書

類」の有無及び承認割合について

※本資料は補償対象物件が共用（課税・非課税資

産である場合のみ収集する。）

□有（個別対応方式の

共用資産へ）

□無（下記へ）

補償用課税

売 上 割 合

円 

円 

① 課税資産の譲渡等の対価の額（税抜き）

② 資産の譲渡等の対価の額（税抜き）

③ 土地買収代金額等

（区分地上権、地役権設定代金を含む）
円 

補償用課税売

上割合の算出

① (②＋③ )

① 円

＝ ％

② 円＋③ 円

補償用課税

売上割合の率

補 償 用 課 税

売 上 割 合 率

□ 95％以上である

□ 95％未満である（下記へ）

補償用課税

売上割合の額

補 償 用 課 税

売 上 高 の 額

□ ５億円超えである（下記へ）

□ ５億円以下である（下記へ）

採 用 方 式

前年又は前事業年度の

「消費税及び地方消費

税確定申告書（控）」

□ 一括比例配分方式を採用している

（一括比例配分方式へ）

□ 個別対応方式を採用している

（個別対応方式へ）

個別対応方式 補 償 対 象 物 件

□ イ 課税売上にのみ対応するもの

□ ロ 非課税売上にのみ対応するもの

□ イ及びロに共通するもの（下記へ）

個別対応方式

の共用資産
一

部

補

償

消費税等相当額×（１－補償用課税売上割合又は共用資産の承認割

合）

円×（１－０． ）＝

一括比例配分

方 式

消費税等相当額×（１－補償用課税売上割合）

円×（１－０． ）＝
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消
費
税
等
相
当
額
補
償
の
要
否
判
定
フ
ロ
ー
（
標
準
）

（
注
）
１

 
消
費
税
等
相
当
額
と
は
、
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
相
当
額
を
い
う
。

２
 
上
記
フ
ロ
ー
は
、
消
費
税
等
相
当
額
補
償
の
要
否
判
定
の
目
安
で
あ
る
た
め
、
収
集
資
料
等
に
よ
り
補
償
の
要
否
を
個
別
に
調
査
・
判
断
の
上
、
適
正
に
損
失
の
補
償
等

を
算
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

３
 
消
費
税
等
相
当
額
の
要
否
判
定
経
路
を
朱
書
き
等
で
記
入
す
る
も
の
と
す
る
。

Ｓ
Ｔ
Ａ
Ｒ
Ｔ

法
 
人
 
か

個
人
事
業
者
の

事
業
用
資
産
か

課
税
期
間
の
課
税
売
上
高
が

1,
00
0
万
円
以
下
か

簡
易
課
税
制
度
を
選
択
し
て
い
る
か
 

イ
課
税
売
上
に
の
み
対
応
す
る
も
の
か

ロ
非
課
税
売
上
に
の
み
対
応
す
る
も
の
か

ハ
イ
及
び
ロ
に
共
通
す
る
も
の
か

課
税
事
業
者
を
選
択
し
て

い
る
か

仕
入
控
除
税
額
の

計
算
方
法
は
、
個

別
対
応
方
式
か

消 費 税 額 を 区 分 す る

課 税 仕 入 れ 等 に 係 る

消
費
税
等
相
当
額
の
全
部
を
補
償
 

消
費
税
等
相
当
額
の
補
償
不
要
 

消
費
税
等
相
当
額
の
一
部
を
補
償
 

一
括
比
例

配
分
方
式

YE
S 

YE
S 

YE
S 

YE
S 

Y
E
S 

Y
E
S 

N
O
 

Y
E
S 

N
O
 

YE
S 

NO
 

〔
家
事
用
資
産
〕

NO
 

〔
免
税
事
業
者
〕

N
O
 

NO
 

N
O
 

NO
〔
課
税
事
業
者
〕

特
定
期
間
の
課
税
売
上
高
又
は
給
与
等

支
払
額
の
合
計
が

1,
00
0
万
円
以
下
か

NO

YE
S 

基
準
期
間
の
課
税
売
上
高
が

5
,
0
0
0
万
円

以
下
か

課
税
売
上
割
合
が

9
5％

以
上
か
つ

課
税
売
上
高
が
５
億
円
以
下
か
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